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福岡市における多様な働き方の実現に向けての−考察
−テレワークを取り入れた人材活用に向けて−

■要旨：国内では、生産年齢人口の減少による働き手の不足が大きな課題となっている。福岡市でも、
多くの企業が深刻な人手不足に直面している中で、人材をいかに活用するかが問われている。人材
活用に向けては、長時間労働の是正や多様で柔軟な働き方の整備が欠かせない。本稿は、福岡市に
おける多様な働き方を実現するための方法の一つとして、テレワーク（「ICT（情報通信技術）を活
用した、場所や時間にとらわれない柔軟な働き方」）に着目し、考察を行った。テレワークは「労働
生産性の向上」「優秀な人材の雇用確保」「通勤弱者（身障者、高齢者、育児中の女性等）への対応」
などの効果が期待できる。一方で、「テレワークに適した仕事がない」等の理由から、テレワーク導
入率は業種によって異なる。福岡市における多様な働き方の実現に向けて、例えば、テレワークに
適した業務内容を選別したうえで、複数の人材を組み合わせつつ業務を遂行するなどの、新たな働
き方および、個人が働き方の制限を受けることなく能力を発揮できる仕組みづくりが求められる。

■キーワード：働き手不足、多様な働き方、働き方改革、人材活用、テレワーク
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１．はじめに
　日本全国では、生産年齢人口の減少を背景とする
働き手の不足が大きな課題となっている。働き手の
不足は、都市の経済成長の低下のみならず、市民の
生活の質の低下をもたらす可能性がある。また、企
業においても、人手不足感が強まっている1。福岡
市でも、中小企業や飲食店での人手不足感が強まっ
ている。
　働き手が不足している現状のもとでは、従来のよ
うに、多くの人員を投入することは困難である。そ
こで、企業に求められるのは、人材の活用による生産
性の向上である。そのためには、働き手一人一人が働
きやすい環境を整えることが欠かせないが、そのた
めには、これまでの雇用形態等によって生じている
労働に関する様々な問題を解決しなければならない。
　下﨑（2007）によれば、「働き方の多様性が働き
方の豊かさを実現する」。働き方の多様性とは、雇
用形態の多様化ではなく、多様な勤務形態のことで

ある2。一人一人が働きやすい環境が整うことで、
個人の能力や時間に応じて、人材がうまく活用され
ると考えられる。
　2018年6月に成立した「働き方改革を推進するた
めの関係法律の整備に関する法律（働き方改革関連
法案）」は、長時間労働の是正、フレックスなどの
多様で柔軟な働き方の実現、雇用形態による待遇差
の解消に向けた、労働に関する法律の整備を目指す
ものである。
　本稿は、このような国内の「働き改革」の方向性
を踏まえたうえで、福岡市における人材活用に向け
た方法について考えてみたい。

２．本研究の位置づけ
　国内における、生産年齢人口の減少とその解決策に
ついて、政府は、女性の就業率の向上をはじめとする
人材活用に着目している。例えば、総務省（2017）「情
報通信白書」でもそのテーマが取り上げられている。
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22　　福岡市における多様な働き方の実現に向けての一考察

　福岡市の生産年齢人口の減少を見据えた施策の
方向性については、（公財）福岡アジア都市研究所

（2018a）が、現役世代労働力、女性人材、高齢者人
材を活用すべきとの調査結果を示している。その中
では、女性人材の出産・育児を理由とした離職後の
復帰支援、高齢者人材の働き方支援などの、多様な
人材の活用に向けた支援が必要であることが述べら
れている。このような方向性を踏まえた上で、本稿
では、人材活用のための有効な手立ての一つとして、
とくにテレワークに着目する。
　テレワークとは、「ICT（情報通信技術）を活用した、
場所や時間にとらわれない柔軟な働き方」である3。
時間や場所の制約が取り払われた時に残るのは、個
人の能力や意欲であり、それを十分に発揮できる働
き方が望ましいと考える。他方で、企業も「いる人
材をどう組み合わせるか」によって、業務を遂行し
ていくことが可能になる。
　総務省（2017）では、社会全体の労働参加率と労
働生産性の向上の解決策となる「働き方改革」に向
けたICT利活用方法の一つとして、テレワークが取
り上げられている。国内では、1980年頃からテレワー
クが認識され始めていたものの、昨今の目覚ましい
技術革新やITツールの普及を背景に、テレワークへ
の注目が高まりつつある。
　これまでのテレワークの動向や手段については、下
﨑・小島編（2007）、古川（2015）で詳しく分析が行
われているが、テレワークが人手不足解消のための有
効な方法となり得る点については、分析の余地が残さ
れている。とりわけ、本稿では、福岡市でのテレワー
ク導入可能性を視野に入れつつ、考察を行いたい。
　続く第3節では、働き手不足がもたらす都市への
影響ならびに企業の状況と対応策をみていく。第4
節では、働き手不足の解決に向けた「働き方改革」
の内容を示したうえで、具体的な方法であるテレ
ワークに着目する。第5節ではテレワークの導入の
現状や導入の効果について、統計データを用いて示
す。なお、福岡市に限ったテレワークの統計データ
は存在しないため、国の統計データを主に用いる。
以上を踏まえたうえで、福岡市における多様な働き
方の実現に向けて考察を行う。

３．生産年齢人口の減少と働き手の不足
3.1.　都市の活力低下
　生産年齢人口の減少は、働き手不足やそれに伴う
GDPの減少、一人あたりの所得の低下という経済面
にまで影響を及ぼし、都市の活力や個人の生活の質
の低下をもたらす恐れがある。（公財）福岡アジア
都市研究所（2016）では、生産年齢人口の減少に対
して何も対策が取られなかった場合に、将来的に都
市（福岡市）がたどる可能性をシナリオとして描い
ている。その一つである「停滞都市シナリオ」をみ
てみよう4。
　「停滞都市シナリオ」では、人口は増加するものの、
働き手が減少することによって、GDP（市内総生産）
は低下する。このシナリオでは、従業者数が生産年
齢人口と同じペースで減少すると仮定している。さ
らに、多様な人材の交流も生まれないことから、イ
ノベーションによる労働生産性の向上も期待できな
いため、結果的にGDPは減少し続ける。年率でおよ
そ0.3%のマイナス成長となり、経済は徐々に低迷
していく。
　また、家計の所得が減少するために、社会では節
約モードが蔓延し、家計は消費を差し控えるように
なる。モノが売れなくなった結果、倒産する企業も
増え、景気はますます悪化していく。公的な面では、
税収も増えないために、公共サービスも低下するこ
ととなる。その結果、市民の生活の質は低下してい
く一方となる。
　以上のように、働き手が減少していくことで、都
市の活力の低下がもたらされる可能性がある。企業
では、すでに働き手の不足感が強まっている。
3.2.　企業における働き手不足の状況
　福岡市を含む福岡地域の有効求人倍率は、平成29
年度で1.70と、対前年比0.21ポイントとなり上昇
傾向にある。全国の有効求人倍率（1.54）を0.16
ポイント上回っていることから、福岡地域における
人手不足感は、より顕著であるといえる5。
　財務省の調査によれば、全国において、人手不足
感「有」と回答した企業の割合は、67.0％（H28年
度調査）から71.0％（H29年度調査）へと4ポイン
ト増加した6。また、同調査では、「（前年度に比べて）
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現在の方が、人手不足が深刻である」と回
答した企業は52.7%と過半数を超え、今後
ますます人手不足への危機感が高まる可能
性がうかがえる。
　不足している人材は、「営業・現業職員」
が正規職（64.6%）・非正規職（87.6%）と
もに高く、正規職では「専門的・技術的業
務従事者」（37.0%）と「業務に応じた専門
的技能を有する人材」（37.0%）の割合も高
い（同調査）。これらの人材を確保するため
には、埋もれた人材の発掘や、新たな人材
を育成するための教育環境の整備が欠かせ
ない。
　業種別にみると、正社員（産業別正社員
等労働者過不足判断D.I.）では7、「建設業」

「運輸業,郵便業」で、恒常的に働き手が不足する傾
向がみられる（図1）。一般的に新入社員が入社する
時期と重なる5月を除くと、「医療,福祉」でも働き
手の不足傾向が見られる。各年度の2月を比較して
みると、指数の中間値である35以上に該当する業
種は4（2015年）、5（2016年）、7（2017年）、10

（2018年）と徐々に増えており、特定の業種のみな
らず、多くの業種で働き手の不足感が高まってきた
ことがわかる。

　一方で、パートタイム（産業別パートタイム労働
者過不足判断D.I.）では、とくに各種サービス業で
働き手の不足感が強い傾向がみられる。「宿泊業, 飲
食サービス業」では恒常的に働き手が不足するとと
もに、「生活関連サービス業, 娯楽業」、「サービス業

（他に分類されないもの）」でも不足感が高まってい
る。また、「卸売業, 小売業」で働き手の不足傾向が
続くとともに、近年では「運輸業, 郵便業」の不足

感も高まってきている（図2）。
　福岡市の事業者においても、人材確保や人
材育成といった、人材不足や後継者不足が課
題となっている8。とくに、中小企業を中心
として、「運輸・郵送業」、「福祉業（介護分
野）」、「小売業」などの、人が携わる必要性
が高い業務における人手不足感が顕著にみら
れるとのことである9。
3.3.　働き手不足の解消に向けた企業の対
応策
　財務省の調査 10）によれば、働き手不足感の
高まりに対する企業の対応策として、「説明
会等の活動促進」（82.0%）が最も多くとら
れている。しかしながら、生産年齢人口自体
が減少している中で、企業が採用に向けて取
り組みを強化したとしても、今後ますます、
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3.3. 働き手不足の解消に向けた企業の対応策 
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進」（82.0%）が最も多く取られている。しかしなが
ら、生産年齢人口自体が減少している中で、企業が
採用に向けて取り組みを強化したとしても、今後ま
すます、新たな人材の確保は困難になると考えられ
る。 
そこで、女性や高齢者などの多様な人材を活用す

図１ 産業別正社員等労働者過不足判断 D.I. 
出所：厚労省「労働経済動向調査の概況」 

図２ 産業別パートタイム労働者過不足判断 D.I. 
出所：厚労省「労働経済動向調査の概況」 
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図２　産業別パートタイム労働者過不足判断 D.I.
出所：厚労省「労働経済動向調査の概況」
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学術研究,専門・技術サービス業
医療,福祉



新たな人材の確保は困難になると考えられる。
　そこで、女性や高齢者などの多様な人材を活用す
るための方策を強化していくことが必要になる。し
かしながら、同調査によれば、現在のところ、「女性・
高齢者の採用促進」は13.8%にとどまる。また、「育
児への対応」等を主な要因として、26.4%の企業で
女性人材の採用が進んでいない。
　福岡市は、全国的にも女性の人口の割合が高い都
市である。さらに、女性の30代の就業率が70%台
であるのに対し、潜在的就業率は90%を超えるなど、
潜在的就業率は実際の就業率を上回っている 11）。こ
のことから、女性人材の活用は、都市の活性化にとっ
ても欠かすことができないと考えられる。そのため
には、出産・育児後の復帰や、子育てと仕事の両立
にあたっての制約を取り除いていく必要がある。

４．多様な働き方の推進
4.1.　働き方改革の意義と目的
　企業の働き手不足解消に向けては、一人一人が働
きやすい環境を整備していくことが欠かせない。こ
うした中で、2018年6月には「働き方改革を推進す
るための関係法律の整備に関する法律（働き方改革
関連法案）」が成立した。同法は、雇用対策法や労
働時間に関する制度を見直すことで、長時間労働の
是正、多様で柔軟な働き方の実現、雇用形態にかか
わらない公正な待遇の確保のための措置を講ずるこ
とを目指している 12）。
　その具体的な内容に関して、2017年3月に公表さ
れた、「働き方改革実行計画」をみてみよう。同計
画では、働く人の視点に立った課題と、9つの分野
での検討テーマと現状、および、それぞれに対する
対策が挙げられている。図3は、働く人の視点に立っ
た課題、検討テーマと現状を整理したものである。
なお、検討テーマと現状のうち、「７．女性・若者
が活躍しやすい環境整備」は、2つの課題のどちら
にも関連するものとして位置づけられている。
　また、企業に対するアンケートでは、働き方改革
に取り組む目的として、「人手の確保」（47.9%）、「労
働生産性の向上」（43.8%）が上位に挙がっており、
同改革が、企業が抱く課題解決のための有効な手段

になることへの期待がうかがえる 13）。
　本稿では、「働き方改革実行計画」の中で、「４．
柔軟な働き方がしやすい環境整備」のための対策と
して取り上げられているテレワークに着目する。

4.2.　テレワークの区分とこれまでの動向
　テレワークは、「ICT（情報通信技術）を活用した
場所や時間にとらわれない柔軟な働き方」である 14）。
テレワークの形態には、2つの就業形態の区分（在
宅型と雇用型）、3つの働く場所の区分（自宅利用型
テレワーク、モバイルワーク、サテライトオフィス
勤務・コワーキングスペース勤務）がある 15）。
　国内におけるテレワークの動向をみると、1980
年代に、企業を中心として、実験的にサテライト
オフィスの設置が行われた 16）。1990年代のICT技
術の進歩により、テレワーク普及への下地が徐々に
作られていった。2000年代には、テレワークが政
府の戦略の中に明確に位置づけられた。2003年の

「e-Japan戦略Ⅱ」では、目標の一つに「2010 年ま
でに適正な就業環境の下でのテレワーカーが就業者
人口の2 割となることを目指す」と掲げられた 17）。
　2013年に閣議決定した「世界最先端IT 国家創造
宣言」では、「雇用形態の多様化とワーク・ライフ・
バランス（「仕事と生活の調和」）の実現」に向けて
のテレワーク推進が掲げられた 18）。後の2017年に
は「世界最先端ＩＴ国家創造宣言・官民データ活用
推進基本計画」が閣議決定した。2018年には変更
が加えられ、2018年の宣言・計画では、「働き方改
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図３ 働き方改革の課題と検討テーマと現状 
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産性）の向上」（46.4%）の順に高い割合を占める22）。
南関東もほぼ同じ傾向が見られる。
　その一方で、九州・沖縄では、「優秀な人材の雇
用確保」（40.9%）が最も高い割合を占める。次い
で、「顧客満足度の向上」（35.6%）、「通勤弱者（身
障者、高齢者、育児中の女性等）への対応」（32.5%）
の割合が高い。九州・沖縄では、全国および南関東
とは異なるテレワーク導入目的の割合が高い結果と
なったことが興味深い。地方都市にあたる九州・沖
縄では、人手不足がより深刻であり、テレワークは
人材確保や離職を防ぐための有効な手段として期待
されていることがうかがえる。

②業種別の導入割合
　地域別のデータではないが、業種別では、「情報
通信業」のテレワーク導入率が最も高く、「導入し
ている」（31.1%）、「導入していないが、具体的に
導入予定がある」（11.5%）となった。次いで、「金融・
保険業」は、「導入している」（29.8%）、「導入して
いないが、具体的に導入予定がある」（9.4%）となっ
た。どちらの業種でも、テレワーク導入率は約4割
である（図6）。
　一方で、「導入していないし、具体的な導入予定
もない」では、「運輸業・郵便業」（90.2%）、「サー
ビス業、その他」（82.9%）、「製造業」（82.8%）の
割合が高い。その主な理由は、「テレワークに適し
た仕事がないから」である（表1）。これは、70%以
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を推進するに当たっての強力なツールの一つ」と明
示された 19)。 
こうして、テレワークは人材活用に向けた有効な

方法として、政府によって推進されていくこととな
った。次節では、テレワークの現状をみていこう。 
 

5．テレワーク導入の現状と効果 
5.1. テレワーク導入の現状 
①地域別の導入割合 
近年、パソコンのみならず、スマートフォン、タ

ブレットなどの ICT ツールが急速に普及し、テレワ
ークを実施しやすい環境が整ってきた。しかしなが
ら、総務省の調査によれば、現在のところ、テレワ
ークの普及率は決して高いとはいえない 20)。地域別
にみると、テレワークの導入率が最も高いのは南関
東（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県）である（図
4）。「導入している」（20.8%）、「導入していないが、
具体的に導入予定がある」（5.5%）となっており、
導入予定がある企業を含めても、南関東での普及率
は 3 割未満である。九州・沖縄では、さらに導入率
が低く1割未満にとどまり、「導入している」（8.7%）、
「導入していないが、具体的に導入予定がある」
（0.7%）となった 21)。 
 

 

 図 5 は、テレワーク導入の目的を、全国、南関東、
九州・沖縄それぞれで示したものである。まず全国

では、「勤務者の移動時間の短縮」（54.1%）、「労働
生産性の向上」（50.1%）、「定型的業務の効率性（生
産性）の向上」（46.4%）の順に高い割合を占める 22)。
南関東もほぼ同じ傾向が見られる。 
その一方で、九州・沖縄では、「優秀な人材の雇用

確保」（40.9%）が最も高い割合を占める。次いで、
「顧客満足度の向上」（35.6%）、「通勤弱者（身障者、
高齢者、育児中の女性等）への対応」（32.5%）の割
合が高い。九州・沖縄では、全国および南関東とは
異なるテレワーク導入理由の割合が高い結果となっ
たことが興味深い。地方都市にあたる九州・沖縄で
は、人手不足がより深刻であり、テレワークは人材
確保や離職を防ぐための有効な手段として期待され
ていることがうかがえる。 
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た。どちらの業種でも、テレワーク導入率は約 4 割
である（図 6）。 

図４ テレワークの導入状況（地域別） 
出所：総務省「平成 29 年通信利用動向調査」 

図５ テレワークの導入状況（全国、南関東、九州・沖縄） 
出所：総務省「平成 29 年通信利用動向調査」 
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革を推進するに当たっての強力なツールの一つ」と
明示された 19）。
　こうして、テレワークは人材活用に向けた有効な
方法として、政府によって推進されていくことと
なった。次節では、テレワークの現状をみていこう。

５．テレワーク導入の現状と効果
5.1.　テレワーク導入の現状
①地域別の導入割合
　近年、パソコンのみならず、スマートフォン、タ
ブレットなどのICTツールが急速に普及し、テレワー
クを実施しやすい環境が整ってきた。しかしながら、
総務省の調査によれば、現在のところ、テレワーク
の普及率は決して高いとはいえない 20）。地域別にみ
ると、テレワークの導入率が最も高いのは南関東（埼
玉県、千葉県、東京都、神奈川県）である（図4）。「導
入している」（20.8%）、「導入していないが、具体
的に導入予定がある」（5.5%）となっており、導入
予定がある企業を含めても、南関東での普及率は3
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く1割未満にとどまり、「導入している」（8.7%）、「導
入していないが、具体的に導入予定がある」（0.7%）
となった 21）。

 
　図5は、テレワーク導入の目的を、全国、南関東、
九州・沖縄それぞれで示したものである。まず全国
では、「勤務者の移動時間の短縮」（54.1%）、「労働
生産性の向上」（50.1%）、「定型的業務の効率性（生
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上の企業が、テレワークを導入しない理由として挙
げており、テレワークが中々普及しない大きな要因
となっていることがわかる。加えて、「業務の進行
が難しいから」の割合も20%程度であり、細かく業
務内容を切り分けたうえで、テレワークに適した業
務内容を選別していく必要があることがわかった。
　テレワーク導入率が比較的高い「情報通信業」、「金
融・保険業」では、テレワークを導入しない主な理
由として「情報漏えいが心配だから」も挙げられて
いる。各業種でテレワークを導入しない理由が異な
ることから、テレワークの普及に向けては、業種ご
との対応策が必要であることが浮き彫りになる。

5.2.　テレワークの効果
　テレワークの導入目的と導入の効果をみると、「勤
務者の移動時間の短縮」（121.7％）、「労働生産性の
向上」（108.3%）、「定型的業務の効率性（生産性）
の向上」（99.4%）において高い効果がみられた（図
7）。また、「優秀な人材の雇用確保」、「通勤弱者（身
障者、高齢者、育児中の女性等）への対応」につい
ても、それぞれ30.6%、34.7%の効果がみられた。

　地域別に効果をみると、北関東を除くどの地域でもテ
レワーク導入の効果が表れている（図8）。「効果があった」
と「ある程度効果があった」の合計は、南関東で78.8%、
九州・沖縄で68.9%である。前項で挙げた導入目的をみ
ると、南関東では「勤務者の移動時間の短縮」、「労働生
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ては検証できない。そこで、各業種のテレワーク導
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図７　テレワーク導入目的と効果
出所：総務省「平成 29 年通信利用動向調査」
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産性の向上」、「定型的業務の効率性（生産性）の向上」、
九州・沖縄では、「優秀な人材の雇用確保」、「顧客満足
度の向上」、「通勤弱者（身障者、高齢者、育児中の女性等）
への対応」において効果が得られたのだと考えられる。
　業種別のテレワーク導入の効果では、どの業種でも

「非常に効果があった」と「ある程度効果があった」を
合わせた割合が高い（図9）。とりわけ、「金融・保険業」

（88.3%）、「卸売・小売業」（86.3％）、「情報通信業」（82%）
では、テレワークの効果が高い結果となった。

　同統計データでは、各業種の項目別の効果につい
ては検証できない。そこで、各業種のテレワーク導
入の目的をみてみよう（表2）。

　「金融・保険業」、「卸売・小売業」、「情報通信業」
のどれも「労働生産性の向上」、「定型的業務の効率
性（生産性）の向上」、「勤務者の移動時間の短縮」
が主なテレワークの導入理由である。図9で示され
ている、各業種のテレワーク導入の効果は、これら
の項目が実現できたためと考えられる。
　さらに、「情報通信業」では、「通勤弱者（身障
者、高齢者、育児中の女性等）への対応」の割合も
44.4%と高い割合となっている。また、「不動産業」
においても、同項目は34.8%という結果が出ており、
これらの業種では、多様な人材の活用が進んでいる
と考えられる。

６．おわりに―福岡市における多様な働き方の実現
に向けて―

　福岡市で市内総生産額が高い業種は、2015年の
生産額順に見ると、「卸売業，小売業」（約1兆7,655
億円）であり、次いで、「専門・科学技術，業務支援サー
ビス業」（約9,078億円）、「不動産業」（約8,684億円）、

「情報通信業」（約5,838億円）が多い 23）（図10）。ま
た、2010年から2015年までの伸び率をみると、「飲
食・宿泊サービス業」が15.5%増、「金融・保険業」
が13.7%増、となっている。

 

　今後、「卸売・小売業」、「情報通信業」でのテレ
ワークの導入が進むことで、生産性の向上や人材活
用が促され、さらに生産額が上昇する可能性もある。
また、福岡市内でも働き手の不足感が強い、「運輸・
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億円）であり、次いで、「専門・科学技術，業務支援
サービス業」（約 9,078 億円）、「不動産業」（約 8,684
億円）、「情報通信業」（約 5,838 億円）が多い 23)（図
10）。また、2010 年から 2015 年までの伸び率をみ
ると、「飲食・宿泊サービス業」が 15.5%増、「金融・

図８ テレワーク導入の効果（地域別）  
出所：総務省「平成 29 年通信利用動向調査」 

図９ テレワーク導入の効果（業種別）  
出所：総務省「平成 29 年通信利用動向調査」 

表２ テレワークの導入目的（業種別） 

出所：総務省「平成 29 年通信利用動向調査」 
出所：総務省「平成 29 年通信利用動向調査」
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図 10　福岡市の業種別生産額と増加率（2012-2015）
出所：福岡市「福岡市民経済計算」

 

 
 

保険業」が 13.7%増、となっている。 

 

 

 
今後、「卸売・小売業」、「情報通信業」でのテレワ

ークの導入が進むことで、生産性の向上や人材活用
が促され、さらに生産額が上昇する可能性もある。
また、福岡市内でも働き手の不足感が強い、「運輸・
郵送業」、「福祉業（介護分野）」においても、例えば、
業務内容を細かく切り分けたうえで、テレワークを
活用しながら、複数の人材を組み合わせつつ業務を
遂行するという方法も考えられる。テレワークを活
用した新たな働き方・新たな業務の進め方も、働き
手不足の解決に向けた有効な方法になるのではない
だろうか。 
ここで、福岡市におけるテレワークの取り組みに

目を向けると、テレワークに関する啓発・普及・導
入支援事業は、2014 年から 2015 年にかけて実施さ
れたことがある。しかしながら、現在では、「福岡市
の男女共同参画」に関するホームページ上で、従業
者のワーク・ライフ・バランスや企業にとってメリ
ットがある取り組みとして紹介されるにとどまる。 

「女性活躍のための重点方針 2018」では、女性が
活躍できる就業環境の整備の一つとしてテレワーク
の推進が挙げられている。さらに、女性のみならず、
「男性の暮らし方・意識の変革」も記載されている
ことから、これからの働き方を考える際には、男女

を切り離すのではなく、誰にとっても働きやすい環
境や制度を整えていく必要があるといえよう 24）。 

働き方改革の「検討テーマと現状」では、「３．長
時間労働の是正」や、「５．病気の治療、子育て・介
護と仕事の両立、障がい者就労の推進」が挙げられ
ている。働き方の多様性とは、女性や介護に従事す
る人にとどまらないテーマであるといえる。人材活
用に向けて、個人がそれぞれの能力を働き方の制限
を受けることなく十分に発揮できるような仕組みづ
くりが求められている。 

本稿では、福岡市におけるテレワーク普及の現状
や企業の意識にまで踏み込んで議論を行うことがで
きなかった。今後、これらの課題に取り組んだうえ
で、福岡市における多様な働き方と人材活用に向け
ての研究を深めていきたい。 
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